
パリ協定を踏まえた地球温暖化対策計画等に
おけるエネルギー消費量の削減目標について

資料３－１



CO2排出量（百万t-CO2） 最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量（百万kl）

2013
年度
実績

2030
年度
の目安

（参考）
削減率

2013
年度
実績

2030
年度
の目標

（参考）
削減率

全体 1,235 927 ▲25％ 361 326 ▲10％

産業部門 429 401 ▲7％ 160 170 6％

住宅・建築物分野 480 290 ▲40％ 117 94 ▲20％

業務その他
部門

279 168 ▲40％ 65 56 ▲14％

家庭部門 201 122 ▲39％ 52 38 ▲27％

運輸部門 225 163 ▲28％ 84 62 ▲26％

ｴﾈﾙｷ゙ｰ転換部門 101 73 ▲28％ - - -

最終エネルギー消費量の削減目標のイメージパリ協定を踏まえたCO2排出量と最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量の削減目標

経済成長
（1.7％/年）等
を基に推計

361百万kl

電力
２５％

熱
ガソリン
都市ガス
等７５％
程度

熱
ガソリン
都市ガス
等７２％
程度

電力
２８％
程度

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費
326百万kl程度

２０１３年度（実績） ２０３０年度（省エネ対策後）

5,030万kl程度削減

377百万kl程度

2013年度実績

2030年度目標

15％ 33％ 41％ 1％ 11％

26％程度 27％程度 22～20％程度 22～24％程度

石油 石炭 LNG 原子力 再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

＜参考＞2030年エネルギーミックスにおける電源構成

○ 2030年度におけるCO2排出量の削減率は、業務その他部門及び家庭部門それぞれ約4割程度であるが、2030年エネル
ギーミックスにおける電源構成を踏まえると最終エネルギー消費量の削減率はそれぞれ14％と27％。

○ 各分野の徹底した省エネにより、最終エネルギー消費で5,030kl程度の省エネルギーを実施する。

出典：長期エネルギー需給見通し（平成27年7月経済産業省）より作成

電源構成等の変化による影響

出典：長期エネルギー受給見直し関連資料（平成27年7月経済産業省）、総合エネルギー統計（経済産業省）より作成

パリ協定を踏まえた地球温暖化対策計画等におけるエネルギー消費量の削減目標①
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低炭素工業炉の導入

産業用ﾓｰﾀの導入

産業用照明の導入

その他

新築建築物における
省ｴﾈ性能の向上

建築物の省ｴﾈ化（改修）

業務用特定ｴﾈﾙｷﾞｰ消費機器
の省ｴﾈ性能向上

BEMSの活用等による徹底的
なｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

高効率照明の導入

その他

その他

次世代自動車の普及等

新築住宅における省ｴﾈ性能の向上

既存住宅の断熱改修の推進

高効率給湯器の導入

高効率照明の導入

HEMS等を利用した
徹底的なｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

家庭用特定ｴﾈﾙｷﾞｰ消費機器

の省ｴﾈ性能向上

その他

産業部門

業務部門

家庭部門

運輸部門

徹底した省エネ
5,030万kl程度削減

出典：長期エネルギー需給見通し関連資料（平成27年7月資源エネルギー庁）より作成

○ 国土交通省の施策対象分野（建築工事を伴うもの）における削減量は、全体の14.4％を占める。
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